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あらまし

　日本で企業イメージが注目されるようになっ
たのは、大量消費社会の幕が開き始めた1960年
代からである。経営戦略の特にマーケティング
のアプローチの一つとして台頭し、その後、時代
のコミュニケーション・ニーズに対応しながら
今日に至っている。しかし、バブル崩壊後、懐疑
論が渦巻いている。その要因として、企業および
研究者が、広告や商品など経費をかけて発信す
る恣意的な情報を、イメージ戦略と位置づけて
きたことが考えられる。時代や経済状況が変わ
ろうとも、普遍的かつ本質的な企業イメージが
あるのではないか。この疑問を解決するために、
本稿では組織の中心にいる従業員に着目し、ビ
ジネスマナーを切り口に、従業員の応対や態度
が企業イメージを構築するうえで有用であるこ
とを提案する。具体的研究プロセスとしては、企
業イメージ戦略と企業文化の視点から、製造業
の「人不在」の問題点を指摘したうえで、京都に
本社をおく製造業９社に対して行った来客応対
と企業の意識調査の結果をもとに、企業文化が
どのように組織の活性化のテコとなり、ひいて
はそれがいかに企業イメージになり得るかを明
らかにする。

１．はじめに

　企業イメージ戦略は、8 0 年代後半、C I
（Corporate Identity）戦略の展開とともに頂点を迎
えた。しかし、バブル崩壊後、企業はその取り組
みを放棄してしまった感がある。
　企業イメージ懐疑論として〔松田・花上・鈴木
95_1〕は、本業回帰やリストラが最優先のときに
企業イメージは必要ないというものや、価格破
壊が広がり低価格品が主流となった市場に企業
イメージの支援はいらないという企業の声を挙
げ、「これらは企業イメージそのものの不要論で
はない。バブルの崩壊により、かつての企業イ
メージ戦略のテーマが消えたことを主張してい
るだけだととらえるべきであろう」と述べてい
る。
　企業イメージ戦略に関する研究も、時代の流
れとともに少しずつ視点が変わってきている1。
　80年代の先行研究は、古川2、所3、境4に代表
されるように、社名変更や広告表現、商品利用等
が、対外的に及ぼす効果について考察をしたも
のが多い。
　ところが、90年代以降になると、企業イメー
ジを組織体と関連づけ、組織内外の視点から多
面的に考察したものが増えてくる。例えば、〔根
岸93〕の企業の文化活動が企業イメージを革新
するとともに、従業員を活性化し、組織風土その
ものを刷新すると主張するものや、〔小山・四本

  1  イメージ戦略に関する著書のタイトルからもその変遷が見てとれる。80年代に出版されたものは、「CI」「広告」といった言葉が
圧倒的に多く使われているのに対し、90年代以降のものは、「広告」「顧客満足」「広報」「ブランド」など、使用されている言葉
が多岐にわたっている。

  2 〔古川83〕181－ 186ページ。
  3 〔所 85〕146ページ。
  4 〔境 88〕124－ 137ページ。
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  5  本稿では「従業員」という表現に統一する。
  6  製造業に焦点をあてようと思った理由は、筆者の経験上、製造業は手段としての従業員に重きはおいていても、人としての従業
員は後手に回しているのではないかとの印象をもったことにある。

  7 この定義の立場をとるため、本稿では企業を取り囲む人々のことを「ステークホルダー」という表現を用いるものとする。ただ
し、このなかに従業員は含まないものとする。

  8  経団連では、共生の概念について「二者以上のものが共に生成発展し、共に生きるために、大きな多元的な秩序の中で協調する
こと」と定義している。また、「共生の条件－相互理解」という項目では、「「共生」の主体が個々あるいは集団としての人間であ
る場合には、相互に理解し合うことなくして「共生」はあり得ない。当然自らを理解してもらうための努力が必要であり、その
前提として、自らを知り、相手を知ることが必要となる」と明記されている（〔経団連92〕11ページ、20ページ）。

00）のCI戦略への批判を加えながら、企業が社
会的存在としてのアイデンティティをもつこと
の必要性を論じるものなどである。
　しかし、これらほとんどの先行研究は、企業の
本質部分に焦点をあて企業イメージを考察する
というよりは、「いかに良好なイメージをつくる
ことができるか」といった恣意的な部分に重き
がおかれたものが多い。冒頭で述べたように懐
疑論が出てくるのも、企業および研究者が、広告
や文化活動といった多額の経費をかけて発信す
る情報を、イメージ戦略と位置づけてきたとこ
ろからくるのではないか。
　企業イメージを形成する要因は、①従業員・株
主・経営者など「人」によるもの、②建物・商品・
車輛・名刺など「物」によるもの、③広告・パブ
リシティ・イベントなど「メディア」によるもの、
の３つである〔日経広告研究所86〕。このことを
念頭におくならば、なおのこと先行研究は組織
の中心にいる「人」、つまり「従業員」5をイメー
ジ戦略ととらえた視点で議論されていない。そこ
で、本稿では、製造業の来客応対に焦点をあて6、
従業員の応対や態度が企業イメージを構築する
うえで有用であることを、企業文化の視点から
検討したい。ここで本稿の指す企業イメージと
は、「企業を取り囲む環境主体、ステークホル
ダー7が、企業に対して抱いている見方や印象」
〔藤江・舘99〕という定義のもとに議論を進める
ものとする。

２．経営と企業イメージ

２.１　企業イメージの段階と求められる方
向性

　それでは、21世紀に求められる企業イメージ
の方向性とはどのようなものであろうか。
　企業イメージには３つの段階がある。第１段

階は、発足して間もない企業あるいは新しい経
営組織や社名で再出発した企業が人々に認知徹
底するまでの期間、第２段階は80年代のCIに見
られた自社のアイデンティティーを高めるとと
もに、他社との差別化を図り、イメージアップを
図る期間、第３段階は企業とステークホルダー
がどのような関係にあるのかを表現しようとす
るイミづくりの段階である。ここでは、従来以上
に情報受信を行うことや、ステークホルダーと
対話をし、その意見を企業活動に反映させるこ
とができるインタラクティブなコミュニケー
ションづくりが必要となる〔松田・花上・鈴木
95_2〕。企業が成熟し、企業内容が熟知され、イ
メージができあがっている現状や、バブル崩壊
後、人々の企業観や生活価値観が変化した背景
を考えるならば、21世紀はこのイミづくり、つ
まり、企業をステークホルダーに近づけ、共生8

共存の関係を築くイメージ戦略を展開していか
なければならないだろう。そうなれば、企業イ
メージの主役を担うのは、従業員であるという
のが筆者の考えである。

２.２　日経「企業イメージ調査」にみる企
業イメージの性質と製造業の問題点

　1986年の日経広告研究所編の「イメージが会
社を変える」には、企業イメージの性質が４つ挙
げられている。①長期的につくられるもので、急
速にイメージが変化することは稀である、②稀
な例として、災害、スキャンダルが続いた場合、
あるいは画期的なイメージ戦略が展開された場
合、企業イメージは急速に変化することがある、
③全業種を通じて、のれんイメージは企業評価
を決める大切な要素である、④業種により特に
イメージを左右するものは異なる。例えば、製造
業の場合は技術がよいと一流企業イメージが上
がり、金融業ではのれんイメージが大切であり、
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  9 〔日本経済新聞社・日本産業消費研究所01〕
10  企業イメージの調査対象企業は、上場・非上場の有力企業1115社である。回答者は東京の民間有力企業に勤務するビジネスマン
14874人と、首都圏40km圏内在住の18歳から69歳までの一般個人14800人である。調査対象企業は31の調査項目それぞれに関
する良否を回答者によって判断され、そのイメージが統計的に集約される。調査項目の内容は、１企業認知 ２好感度 ３広告接触
４一流評価 ５株購入意向 ６就職意向 ７親しみやすい ８顧客ニーズへの対応に熱心である ９研究開発力・商品開発力が旺盛であ
る 10信頼性がある 11センスがよい 12営業・販売力が強い 13扱っている製品・サービスの質がよい 14安定性がある 15活気が
ある 16よい広告活動をしている 17成長力がある　18伝統がある 19個性がある 20国際化がすすんでいる 21文化・スポーツ・イ
ベント活動に熱心である 22新分野進出に熱心である 23社会の変化に対応できる 24経営者がすぐれている 25技術力がある 26優
秀な人材が多い 27財務内容がすぐれている 28スピード経営を進めている企業 29自己改革に積極的な企業 30自社の経営情報の
公開に積極的な企業 31地球環境に気を配っている企業 となっている。

11  誌面の関係上、割愛したが、①～③の性質は「好感度」「一流評価」などの項目から、今も健在であることが分析済みである。
12 「親しみやすい」（一般個人）では、トヨタ自動車が35位、松下電器産業が40位、ソニーが49位となっている。

親しみやすさは大きなウエートを占めない、小
売業や大衆消費財メーカーの場合はマーケティ
ングイメージが大切である、というものである。
　では、現在もその性質に変わりはないか、ここ
で特に注目したのは、④の本稿が研究対象とす
る製造業のイメージを左右するものは、今も「技
術」であるかという点である。その回答のために本
節では、「企業イメージ調査（2000年調べ）」9, 10

の結果を分析したうえで、製造業の問題点を指
摘したい11。.
　IT革命が浸透するなかで「研究開発力・商品
開発力が旺盛である」という項目が2000年調べ
でも、企業の評価項目として、あらためて重要に
なっている。その項目のベスト５は、１位ソ
ニー、２位キャノン、３位シャープ、４位京セラ、
５位松下電器産業というように、デジタル化へ
の対応や一段の機能アップが競争戦略上のウ
エートを高めている、電気・精密機械メーカーで
この傾向が強まっている。
　「研究開発力・商品開発力が旺盛である」とい
うイメージが高い企業の場合、「技術力がある」
というイメージも高く、また、その反映として
「扱っている製品・サービスの質がよい」という
イメージも高い傾向にある。つまり、製造業に
とって「開発力・技術力・製品の質」が企業イメー
ジを左右することは、現在も同様である。
　しかし、ここで興味深いのは、ソニーやトヨタ
自動車、松下電器産業といったリーディングカ
ンパニーは、技術と直接関連がなさそうな「親し
みやすい」「活気がある」の項目にも上位にラン
キングされていることである。
　これらの項目を見ると、「親しみやすい」(一般
個人)では、１位がイトーヨーカ堂、２位セブン･
イレブン･ジャパン、３位キューピー、４位山崎
製パン、５位味の素がランキングされ、「活気が
ある」（一般個人）では、１位日本マクドナルド、

２位マツモトキヨシ、３位ユニクロ、４位日本コ
カ・コーラ、５位ソニーとなっている。これらに
は、小売業、サービス業、食品メーカー、また新
進企業、外資系企業が数多くランキングされて
いるのが特徴である。そこに、ソニーやトヨタ、
松下がくいこんでいるのである12。このことか
ら、企業イメージが総合して高い企業は、ドメイ
ンとなっているもののイメージはもちろんのこ
と、それ以外のイメージも高いことがわかる。
　つまり、今や技術力や開発力といった一面だ
けでは、信頼を勝ち得ることができない時代に
なってきているといえる。一流企業たりえるた
めには、多面的な要素が複合的に絡み合ったも
のが企業イメージであるとの認識をもち、さま
ざまな角度からステークホルダーに承認される
ことが必要であろう。
　また、「その企業の好きな部分（嫌いな部分）は
どこか」という質問の結果を累積値として示し
た「好意度形成チャネル」〔松田・花上・鈴木95_3〕
（図１参照）の調査のなかで、「企業が嫌い」と回
答した人にしぼって嫌いな部分を見たとき、①
社名、②経営方針、③商品の品質がほぼ同率で並
んでいるだけでなく、「経営者」や「従業員」が
要因として挙がっている。「企業が好き」と回答
した人と比較すると、人的要因が目立っている
ことが特徴的である。このことは、経営上の不祥
事や商品の欠陥問題などは対応を間違うと企業
自体が嫌われてしまったり、経営者や従業員に
は日ごろからステークホルダーとの間に好意的
な関係を維持しようとする心構えが求められた
りしていることを示唆しているといえよう。
　以上のことから、企業が扱う商品や製品は不
動のものであるとしても、従業員の対応や印象
により、企業イメージを好意的なものにするこ
とが可能ではないか、つまり従業員の対応次第
でステークホルダーとの関係が変わってくるの
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ではないかという、一つの仮説が生まれる。しか
し、「企業イメージ調査」を分析する限りにおい
ては、製造業は「モノの提供者」としての意識が
強く、従業員を企業イメージを構築する要素と
してはとらえていないように思われる。
　そこで測定尺度として注目したのが、応対の
際に欠かせない要素としての「ビジネスマナー」
である。次章では組織におけるビジネスマナー
と、それに影響を及ぼしていると考えられる企
業文化について考察し、企業文化の視点からみ
た製造業の問題点を指摘したい。

３．ビジネスマナーと企業文化

３.１　ビジネスマナーの意義と定義

　「マナー」はラテン語の「手の」あるいは「手
で」という意味の「manuādrius」から、フランス
語の「manière」を経た英語の「manner」に由来
している。日本語に「マナー」が、いつ、誰によっ
て導入されたかはわかっていないが、『日本国語
大辞典』(小学館、1975)では、①行儀作法。ある
行為や事柄に関するやり方や態度、②風習とし
ている。つまり、マナーとは本来、手を中心とし
た体による行儀作法のことで、さらにそこから
行為や事柄に関するやり方や態度、そして社会、
時代、階級によって変化する風習、慣習、慣わし
を意味するようになったと考えられる〔今91〕。
　マナーは立場によりとらえ方が違い、個人の
解釈によりその意味が異なる曖昧さを持ち合わ

図１　好意度形成チャネル
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13  さまざまな認識とは、〔小笠原89〕〔猪狩91〕〔乾91〕〔今91〕〔大木91〕〔小此木91〕〔小田91〕〔篠竹91〕〔亘91〕〔岡田・梅津・
山内01〕を参考にした。

14  ①は〔乾91〕〔上田91〕〔小此木91〕を、②は〔梅島・牧野88〕〔猪狩91〕〔大木91〕〔篠竹91〕を、③は〔梅島・牧野88〕〔猪
狩91〕〔小此木91〕を参考にした。

せていることは確かである。しかし、少なくとも
さまざまな認識13に共通する考えとして、生活を
していくうえで他者に対する思いやりをもち、
相手に敵意のないこと、相手を不愉快にさせな
いことを表現する手だてとして、必要なもので
あるといえる。
　では、ビジネスマナーにはどのような意義が
あるのだろうか。それは、①帰属意識としてのビ
ジネスマナー、②潤滑油としてのビジネスマ
ナー、③企業イメージとしてのビジネスマナー、
の3点に集約できると考えられる14。.
　ビジネスマナーというと、電話応対での応答
や来客応対でのふるまいなど方法論ととらえら
れがちである。しかし、ビジネスマナーとは人が
行う行為である。前述した「帰属意識」、「潤滑
油」、「企業イメージ」を広義にとらえ直したな
ら、ビジネスマナーとは、従業員の組織に対する
意識・行動のあり方であると同時に、人間性や社
風を反映し、企業の質やイメージにかかわって
くるものという見方ができるのではなかろうか。
　そこで、本稿ではビジネスマナーを「当該企業
の企業文化を反映させた、行為や事柄に関する、
個人および集団のやり方・態度のこと」と定義づ
け、その企業や従業員を評価する手がかりの一
つとなるものと位置づけるものとする。

３.２　従業員の態度に影響を及ぼす企業文化

　前述したように、ビジネスマナーは「組織にお
ける個人および集団の態度」である。では、組織
において、個人および集団の態度を形成し、影響
を及ぼしているものとは一体何であろうか。こ
れに回答を与えてくれるのが、〔河野88_1〕の「グ
ループの態度形成のモデル」である。
　〔Moris82〕は、個人の態度と集団の態度形成に
は、類似性があるとしたうえで、個人の態度は①
情報、②他人の影響、③経験、④賞罰、の４つか
ら形成されるという。河野は個人の態度形成の
要因と企業文化の形成の要因とには共通性が見
いだせるとして、これら４つに企業文化を左右
する要素である①企業理念、②仕事の内容、③組

織構造と人事制度を対応させ、集団の態度形成
のモデルを導いている。つまり、企業文化が羅針
盤となって集団の意思決定や行動に影響を及ぼ
し、その結果、当該企業の価値観を体現した態度
がつくられていくのである。
　たしかに、企業文化は企業の努力と工夫の結
果、生み出されたものである。既存のパターンに
従うことによって、集団の一員として認められ
るようになったり、共通の価値観を共有するこ
とによって、職務の意味が理解しやすくなり、満
足や達成感が増したりするというプラスの面は
あろう。
　しかし、あたりまえとされている認識が、見え
ない構造となって人々の行動をしばり、方向づ
けてしまう面もあるのではないか。そうなると、
従業員の思考や態度は硬直化し、旧態依然とし
た習慣や発想を何の疑問もなく受け入れてしま
う。その結果、企業業績に負の作用を及ぼす可能
性も考えられる。組織の財産であるはずの文化
が、実は組織のクセでしかなかったということ
もありえるだろう。

３.３　業種文化にみる製造業の落とし穴

　この企業文化を性格づける要因の一つに業種
文化がある。〔梅澤90a〕は業種文化を４つに区
分（知識文化・商事文化・産業文化・奉仕文化）
したうえで、その性格を知るための基準として、
５つの文化項目を抽出している。
① 従業員のどんな脳細胞が投入されるか－頭脳
ないし知性、感覚ないし才覚、身体ないし技能、
精神ないし心のいずれか。
② どんな働き方（ないしは協働様式）が支配的
か－パーソナル・ワーク、サークル・ワーク、オー
ガニゼーション・ワーク、チーム・ワークのいず
れか。
③ 重視される「価」値は何か－知価、価格、原
価、対価のいずれか。
④ アウトプットの呼び名はどうか－作品、商品、
製品、人品のいずれか。
⑤ 仕事の様式は主としてどれか－うみだす、う
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15  梅澤の分類によると、産業文化に属している業種は、他にエネルギー、建設、鉱業がある。
16  製造業のなかで、電気、精密、食品、繊維企業に焦点をあてたのは、〔河野88_2〕49－51ページの「事業の種類による企業文化
の方向の相違」という調査にもとづく。河野によると、上記企業の企業文化は、同じ類型に属していて、「自由な発想、積極的、
分析的かつ冒険的であることが必要」という方向性があるという。

る、つくる、つかえるのいずれか。
そして、５つの文化項目と、先に述べた４つの業
種との関連を、グリッド上にモデル化し、それぞ
れの業種が従業員に要請するであろう思考・行
動様式をまとめたものが表１である。
　この表からも、産業文化15である製造業に求め
られることは、「よりよい製品を、より安く、よ
り高い技術で、効率よく、つくる」ことであり、
優れた開発力・技術力は企業を存続、発展させて
いくうえで、必要不可欠なものであることがう
かがえる。
　しかし、ここで、企業文化の視点からも第２章
で提起した問題が頭をもたげる。再言しよう。
人々が企業をみるとき、ラインのつくる製品だ
けでなく、電話での応対や接客でのふるまい、ク
レーム処理の対応など、スタッフを含めた全従
業員のとる対応や態度などを総合して、イメー
ジを形成するものである。しかし、産業文化には
いずれの文化項目を見ても「人」の視点がない。
つまり、意識して組織文化に従業員を中心に据
えた概念を組み込まなければ、従業員不在の文
化、ひいては従業員不在の企業イメージとなっ
てしまうのではないかという懸念がある。
　これらの問題を踏まえたうえで、次章では従
業員に対する企業のとらえ方が、従業員のス
テークホルダーへの応対に影響を及ぼし、ひい
ては企業イメージとなっていくことを検証した
い。

４．事例研究

　本調査の目的は、従業員の来客応対と企業文
化との関係を、ビジネスマナーを切り口に明ら
かにしていくことである。具体的研究目的とし
ては、従業員を企業のイメージ戦略になるとと
らえている企業とそうでない企業の来客応対が、
どの程度異なるか、また、その違いを生み出した
背景は何かを明らかにしようとするものである。

４.１　調査方法

４.１.１　調査対象

　京都に本社をおく民間有力企業（製造業）９社
の総務部もしくは人事部の受付、および部長・課
長クラスの担当者。企業の内訳は、電気４社、精
密２社、食品２社、繊維１社16。

４.１.２　調査時期

　2000年 11月 22日～12月 11日

知識文化� 商事文化� 産業文化� 奉仕文化�

成果の性質� 作品� 商品� 製品� 人品�

仕事の様態� うみだす� うる� つくる� つかえる�

協働の様式� パーソナル� サークル� オーガニゼーション� チーム�

駆使する頭脳� 知性� 才覚� 技能� 精神�

成果の値打ち� 知価� 価格� 原価� 対価�

出所：梅澤正「企業文化の革新と創造」有斐閣、1990、p.98

表１　業種文化の違い
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４.１.３　調査方法

　（１）実態調査
　① 受付が行う来客応対に焦点をあて、出迎え
から見送りまでがどの程度できているかを、あ
らかじめ用意した10の項目をもとに評定を行い
分析した。その際、「あてはまる」から「あては
まらない」までを４段階で評定し、各評定につい
ては次のような基準を設けた。来客応対におけ
る行動様式をVerbal communication（以下VC）と
Non-verbal communication（以下NVC）に分け、
VCを姿勢やおじぎ、お茶の出し方などの「形」、
NVCを応対から伝わる「雰囲気、心地よさ」と
とらえ、VCとNVC ともにできているものを「あ
てはまる」（３点）、VC はできているがNVCは
できていないものを「ややあてはまる」（２点）、
VC はできていないがNVCはできているものを
「ややあてはまらない」（１点）、VC とNVCとも
にできていないものを「あてはまらない」（０点）
とした。
　② 担当者の対応がどの程度好感のもてるもの
かを、あらかじめ用意した10の項目をもとに評
定を行い分析した。その際、項目ごとに一定の基
準を設け、「あてはまる」（３点）「ややあてはま
る」（２点）「ややあてはまらない」（１点）「あて

はまらない」（０点）の４段階評定とした。
　（２）ヒアリング調査
　担当者に対し、従業員のビジネスマナーや印
象のよさ、ひいては存在そのものをイメージ戦
略ととらえているか、とらえているならその理
由と、従業員を使って企業のイメージ構築を
行っている具体例、および従業員のイメージを
上げるために行っていることを、とらえていな
いならその理由をヒアリングした。

４.２　結果

４.２.１　実態調査：受付の来客応対と担当
者の対応

　結果として導きだされたことは以下の３点で
ある。
① 受付の来客応対における企業ごとの総得点を
出し、それを高得点順に並べたものに、従業員を
イメージ戦略ととらえているかということへの
回答を付加したものが表２である。この結果が
示すように、従業員をイメージ戦略ととらえて
いることと、受付の来客応対の到達度との間に
は相関性のあることが見いだせた。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

調　査　項　目�
A 社�
電気�

B社�
食品�

C社�
食品�

D社�
精密�

E社�
繊維�

F社�
電気�

G社�
電気�

H社�
精密�

I社�
電気�

3 2 3 1 2 1 1 3 3

3 3 3 3 2 1 2 3 2

3 3 3 3 1 1 2 3 3

3 3 3 3 3 3 3 3 3

3 3 3 3 3 3 1 0 0

3 3 2 3 2 3 2 0 0

2 3 2 3 2 1 3 0 0

3 3 1 3 3 3 3 0 0

3 3 3 2 3 2 1 2 1

3 1 3 2 2 2 0 3 2

合　計　点� 29 27 26 26 23 20 18 17 14

来客が見えたら受付はすぐに立ち上がり、「いらっし�
ゃいませ」と気持ちよく、あいさつ・おじぎをしている。�

受付の応対は誰に対しても親切・公平・丁寧である。�

受付の雰囲気には温かさや明るさがあり、笑顔で来�
客に接している。�

受付と部署との連絡は行き届いている。�

来客を応接室へ通したら、頃合よくお茶が出る。�

お茶の味はよい。�

応接室は清掃が行き届き、整理整頓されている。�

丁寧な見送りができている。�

従業員をイメージ戦略ととらえているか。� ○� ○� ×� ×� ×� ×� ×� ×� ×�

来客へのお茶出しは礼儀正しく、ふるまいに好感が�
持てる。�

茶碗や茶たくなどの茶器は、汚れや欠けのないもの�
を使用している。�

表２　受付の来客応対と企業の意識
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17  評定基準として、担当者がすぐに来た場合を３点、５分以内を２点、10分以内を１点、10分以上を０点とした。
18  評定基準として、あいさつ・名刺の交換ともに良好な場合を３点、いずれかにやや不備がある場合を２点、一方に不備がある場
合を１点、両方ともに不備がある場合を０点とした。

19  評定基準として、開口一番に好意的な言葉が出、資料などをあらかじめ用意していた場合を３点、言葉・資料のいずれかに不備
があった場合を２点、両方ともに不備があった場合を１点、来社を迷惑だと感じていると感じた場合を０点とした。

20  評定基準として、質問した以上の情報が提供された場合を３点、質問したことに対して情報が提供された場合を２点、質問した
ことに対して情報が不足している場合を１点、質問しても情報が返らない場合を0点とした。

21  評定基準として、明るく友好的な表情を３点、普通の表情を２点、暗い表情を１点、憮然とした表情を０点とした。
22  評定基準として、正しい言葉遣い・わかりやすい話し方・心が伝わるのいずれもできている場合を３点、２つができている場合
を２点、１つができている場合を１点、いずれもできていない場合を０点とした。

23  評定基準として、清潔感・安心感のいずれもある場合を３点、いずれかがない場合を２点、いずれもない場合を１点、職場にふ
さわしくない場合を０点とした。

24  評定基準として、担当者から「何かあったら連絡をしてほしい」との言葉が出た場合を3点、こちらから「連絡をしてもよいか」
と尋ねたときに、好意的な言葉が返った場合を２点、こちらから「連絡をしてもよいか」と尋ねたときに、好意的な言葉が返ら
なかった場合を１点、「これ以上聞いてもムダだ」と言われた場合を０点とした。

25  評定基準として、玄関先まで見送った場合を3点、エレベーターまで見送った場合を２点、その場で見送った場合を１点、見送
らなかった場合を０点とした。

26  評定基準として、半年後に文書で依頼したアンケートに対し回答が返った場合を３点、返らなかった場合を０点とした。

② 担当者の対応の総得点を出し、それに従業員
をイメージ戦略ととらえているかということへ
の回答を付加したものが表３である。この表で
も、概ね従業員をイメージ戦略ととらえている
と回答した企業が上位を占めていて、企業の従
業員に対するとらえ方と担当者の対応との間に
は、何らかの相関性を見いだすことができた。

③ 図２は受付の来客応対に担当者の対応を加算
して、企業ごとの対応を比較したものである。こ
の図から、受付の来客応対で高得点をマークし
た企業は、ほぼ担当者の対応も高得点となって
いて、一企業における従業員の行動や態度には
類似性のあることが示唆された。

調　査　項　目� A社�
電気�

B社�
食品�

C社�
食品�

D社�
精密�

E社�
繊維�

F社�
電気�

G社�
電気�

H社�
精密�

I社�
電気�

1 来客を待たせない�17

18

０ ３ ３ ３ ０ １ �０ ３ ２ �

2 ３ ３ ２ ２ １ ０ �１ ３ １ �

3 リサーチへの協力的な姿勢�19 ３ ３ ２ １ １ ０ �１ ３ ２ �

4 十分な情報提供�20 ３ ３ ２ １ １ ２ �２ ３ １ �

5 友好的な表情�21 ３ ３ ３ ２ １ ０ �２ ３ １ �

6 適切な言葉遣い・話し方�22 ３ ３ ３ ２ ２ １ �３ ３ ２ �

7 身だしなみのよさ�23 ３ ３ ３ ３ ２ ２ �３ ３ ３ �

8 再来への勧誘�24 ２ ３ ３ １ ０ ０ �１ ３ ０ �

9 丁寧な見送り�25 ３ ２ ２ １ ３ ３ �３ ２ ０ �

10 追跡調査への回答�26 ０ ３ ３ ０ ０ ０ �０ ３ ０ �

合計点�

従業員をイメージ戦略ととら�
えているか。�

歓迎的なあいさつ・名刺の�
交換�

23 29 26 16 11 9 16 29 12

○ ○ × × × × �× × × �

表３　担当者の対応と企業の意識
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４.３　分析と考察

　以下では本調査での結果を要約しつつ、企業
イメージと企業文化の視点から、来客応対につ
いて考察を深めたい。

４.３.１　企業イメージの視点からみた来
客応対

　ここでは担当者の対応から企業イメージを考
察してみよう。
　９社に出向いた際に、表３に示した10の調査
項目のなかで、特に来客の感情に働きかけ、企業
イメージに影響を及ぼすと感じた項目が、「リ
サーチへの協力的な姿勢」「十分な情報提供」「追
跡調査への回答」の３点である。そこで、この３
点に焦点をあて考察を行ってみた。
　まず、「リサーチへの協力的な姿勢」であるが、
A社（電気）・B社（食品）・H社（精密）のよう

に開口一番に「何でもお聞きください」といった
言葉が出るか、それともD社（精密）・E社（繊
維）・F社（電気）・G社（電気）のように「ウチ
は製造業なのでマナーとは関係がないんですよ」
「お役に立てないと思いますが」といった言葉が
出るかでは、担当者に対する第一印象や好感度
が変わることはいうまでもない。
　また、好意的な言葉を発した前者は、あらかじ
め資料を用意してリサーチに臨み、必要に応じ
て同伴している部下にコピーをとらせたり、求
める以上の情報を発信したのに対し、後者は上
記のような気配りはなかった。さらに、「他社は
どのようにお答えですか」と他社情報を気にす
るD社（精密）や、伏し目がちに話の滞るE社
（繊維）からは「十分な情報」を得ることすらで
きず、閉鎖的なイメージを感じた。
　「追跡調査」はフィールドリサーチを行った半
年後に、文書でアンケートを依頼したものであ
るが、回答を得られたのは、B社（食品）・C社
（食品）・H社（精密）の３社からであった。しか

図２　受付の来客応対と担当者の対応の総合計

23
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27  ｢組織の精神構造｣とは梅澤の表現である（〔梅澤90ｂ〕241ページ）。

し、これらの企業に対しては、時間が経っても
来客を大切にする姿勢が感じられ信頼度が増し
た。
　また、以上のことを踏まえ、担当者の対応か
ら来客が受けるであろうイメージを言葉として
置き換え、最高値のB社（食品）と最低値のF社
（電気）との企業イメージを比較したものが、図
３である。
　B社（食品）が全体的にプラスのイメージであ
る右側でグラフを描いているのに対し、F社（電
気）はマイナスのイメージである左側でグラフ
を描いている。このグラフからもわかるように、
担当者の対応として特徴的なものに、一つの言
動がすべての言動に通ずるということが挙げら
れる。例えば、事前に資料を準備している担当
者（好意的な）は、情報を多く発し（開放的な）、

表情も明るく（親しみやすい）、身だしなみも
整っている（清潔な）。このように、面談時間を
通して総合して肯定的なイメージを与える担当者
と、そうでない担当者とでは、来客に与えるイ
メージや抱かせる感情は違うものとなる。
　ステークホルダーは誰しも企業の全従業員と接
触するわけではない。にもかかわらず、偶然接触
した、たった一人ないし二人の従業員の対応から
その企業を推し量ったり、他社と比較することは
十分に考えられる。特にある程度まとまった時
間、話をする担当者の対応は企業イメージにと
り、軽視できない要素であるといえよう。
　しかし、その言動をつくるものは、個人のパー
ソナリティだけではなく、組織の精神構造27、つ
まり「企業文化」といった側面もあることを忘れ
てはならない。

対応するイメージ�調　査　項　目�
来客を待たせない�

歓迎的なあいさつ・名刺の交換�
リサーチへの協力的な姿勢�

十分な情報提供�
友好的な表情�

適切な言葉づかい・話し方�
身だしなみのよさ�
再来への勧誘�
丁寧な見送り�

追跡調査への回答�

良心的な�
あたたかい�
好意的な�
開放的な�

親しみやすい�
安心できる�
清潔な�

積極的な�
親切な�

信頼できる�

良心的でない�
つめたい�
好意的でない�
閉鎖的な�
親しみにくい�
安心できない�
不潔な�
消極的な�
不親切な�
信頼できない�

図３　担当者の対応がつくる企業イメージ
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28  しかし、お茶出しの際に顧客と取引先にのみ出すことを原則としているため、表２の受付での来客応対の総合点は低い結果となっ
ている。

29 『企業文化と広報』では、新しい企業文化の視点から、従業員を動機づけるには、社内イベントに参加させること、社長とコミュ
ニケーションをとること、社外メディアに登場させることが効果的だと述べられている（〔財団法人・経済広報センター95〕18－
21ページ）。

４.３.２　企業文化の視点からみた来客応対

　従業員をイメージ戦略ととらえている企業と、
とらえていない企業との来客応対には差異のあ
ること、また、一企業における従業員の行動や態
度には類似性のあることは何に起因しているの
だろうか。ここでは、担当者へのヒアリング調査
をもとに考察をしたい。
　来客応対の違いを生みだす理由であるが、両
者には行動レベルにおいて、いくつかの異なる
点が挙げられる。
　とらえているA社（電気）B社（食品）は、新
人研修以外にも集合研修や独自の教育を行った
り、就職説明会で話をさせる機会を設けたりす
るなど、従業員の資質や能力の向上、機会の創出
を図っている。そのような環境が訓練された意
識の高い従業員をつくり、結果、対外的なイメー
ジを向上させることになっていると考えられる。
　また、H社（精密）は従業員をイメージ戦略と
とらえていないものの、好印象を与える企業で
ある28。これは、従業員を世間にどう見せて会社
を売っていくかに価値をおき、メディアに従業
員を登場させたり29、人材育成に力を注いだりし
ているゆえんである。つまり、従業員の質的向上
や機会の創出を図るという点では、A社・B社と
同様の努力をしていて、その結果がイメージを
向上させているのであろう。
　反面、とらえていないと回答したその他の企
業は、理由として「製造業だから」「技術優位の
価値観があるため」「一般消費者が顧客になるこ
とはないから」といういずれかの点を挙げてい
る。また、前者と比べると、従業員に対し新人研
修以外に特別な教育を施していず、従業員が対
外的に登場する機会も限られていた。その理由
を聞くと、「人（従業員）では利益が上がらない」
との回答が６社中５社から返った。これらのこ
とから、技術優位の企業文化が、従業員の来客応
対時の行動様式や考え方に影響を及ぼしている
と考えられる。両者の来客応対の差異は、言い換
えれば、従業員とりわけスタッフに対する期待

度の差異ということができるのではなかろうか。
　受付の来客応対でのビジネスマナーそのもの
は、ささやかなものである。しかし、そのささや
かな、一見あたりまえと感じられることにも、心
を傾けて取り組もうと思える環境こそが、従業
員のモラールを高め、組織を活性化させるので
はないか。技術優位のみを声高に叫ぶ組織のな
かで、スタッフははたして、ステークホルダーに
近づいた心が伝わる応対ができるのだろうか。

５．新しい企業イメージ戦略の創造へ

５.１　従業員尊重の重要性

　本節では従業員に価値をおくことの重要性を
裏付けるデータを、企業文化と企業イメージの
視点から、２つ紹介しよう。
　１つめに、〔Kotter＆Heskett 94〕、および〔河
野・内野・飯田89〕が行った企業文化と企業業
績に関する研究がある。コッター等は高業績の
企業は、リーダーがすぐれたリーダーシップを
発揮し、その目的・方向は、顧客・株主・従業員
に対して高い価値をおいた文化を備えているこ
とや、低業績の企業よりも高業績の企業におい
て、変革を促す文化が色濃く存在していること
を明らかにしている。
　また、河野等によると、企業文化と業績との間
にはある程度の相関があり、高業績と低業績を
分けるものは、経営理念や目標に関する認識、及
びコミュニケーションや協力関係に関する認識
の２要因が主たるもので、さらに、革新性あるい
は新取性、および評価方法に関する諸要因があ
るという。また、高業績企業の従業員が明らかに
活性化意識を抱き、低業績企業の従業員が沈滞
意識を抱いていることも明らかにしている。
　これら２つの研究結果からも、組織の従業員
に対する肯定的なとらえ方や風通しのよさが従
業員を活性化させ、それが高業績につながって
いること、また、活性化した企業は環境に適応し
ようとする革新性をもちあわせていることがわ
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30 「あなたの会社選びは間違っていないか－任天堂がソニー、富士写真フィルムを追走！CS（顧客満足度）&ES（従業員満足度）143
社製造業ランキング」『週刊ポスト』、1992年５月８－15日号、93－ 99ページ。

31  CSをはかるために、①CS イメージ指数、②売上高３年前比増加率、③売上高営業利益率が、またESをはかるために、①ESイ
メージ指数、②一人当たり人件費、③女子従業員の平均勤続年数が、項目として立てられている（同書、94－ 95ページ）。

32 『週刊ポスト』の調査が1992年調べであるので、『企業イメージ調査』も1992年調べのものを対応させている。
33 「コーポレートマナー」とは筆者が考えた、ビジネスマナーの新しい概念である。

かる。
　２つめは、企業イメージの視点から、従業員に
価値をおくことの重要性が立証できる「週刊ポ
スト」が行った「CS（Customer Satisfaction） & ES
（Employee Satisfaction）ランキング」30である。こ
の調査は日本の製造業143社を対象に、CSとES
を指標としてランキングをつけたものである31。
ここでは、ソニー、富士写真フィルム、任天堂な
どが上位にランキングされている。この調査と
「企業イメージ調査」32の「21項目平均」の項目
でベスト５にランキングされている企業とを対
応させたものが表４である。
　この表から、CS・ESの高い企業は、企業イメー
ジも高くなっていることがわかる。つまり、従業
員が満足して働いている企業は顧客満足も高く、
それが好意的な企業イメージとして、外部に伝
わっているということができよう。

５.２　製造業における企業イメージ戦略の
展望

　以上を踏まえたうえで、製造業があらためて
見直すべきは、ライン優先、スタッフ後回しの企
業文化がないか、また、そういった状況にスタッ
フは甘んじていないかといった従業員一人ひと

りの意識や行動である。また、よりよいものをつ
くる技術力や開発力があればあるほど、変化す
る環境や社会に適応する形で、情報や価値の受
信・発信を積極的に行い、ステークホルダーと共
に創造するインタラクティブなコミュニケー
ション活動を実践する必要がある。
　そのためには、全従業員がもてる能力をフル
に発揮したくなるような企業文化の変革が求め
られる。換言するなら、従業員を単に労働力を提
供する資源とだけとらえず、感情もあれば頭脳
ももつ、自分の主張をしたいと同時に集団のな
かでの調和も考えるといった、「人の集団」〔伊丹
93〕として企業をとらえた文化が育てば、従業員
は自らを見つめ直し、語り、組織という媒体を通
じて人生の物語を紡ぎだす能力を発揮するだろ
う。
　そうなれば、内外に対してもおのずと心地よ
い応対ができるようになるはずである。それは
既存のビジネスマナーといった狭義にとらえら
れるものではなく、組織体としてのあり方が経
営者や従業員の雰囲気や対応、コミュニケー
ション活動などを通して外部に伝えられるとい
う「コーポレートマナー」33の確立を意味する。
　企業イメージとは本来帰納的なものであろう。
従業員が組織のなかで生き、働くことに甲斐が
感じられれば、その姿や姿勢がメッセージとし

企業イメージ調査（一般個人）� CS＆�ES ランキング�

1位　ソニー� １位�

2位　松下電器産業� 15 位�

3 位　トヨタ自動車� 23 位�

4 位　キリンビール� 17 位�

5 位　サントリー� 調査企業になし�

表４　企業イメージ調査とCS&ESランキングの相関性　

出所：『週刊ポスト』1992年５月８－15日号、93－99ページと、『日経「企業イメージ調
査」について－1992年調査』1993、71ページをもとに作表。
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て、情報として、マナーのよい応対として人々に
伝わり、結果、良好な企業イメージがつくられる
のである。
　そして、このような組織における人間力こそ
が、移ろいやすい経営環境のなかで普遍的に求
められる企業イメージ戦略ではなかろうか。

６．おわりに

　本稿は広告や文化活動など、「物」や「イベン
ト」をイメージ戦略ととらえてきた企業および、
それに乗じて論じてきた多くの先行研究に対す
るアンチテーゼでもある。
　筆者は組織の中心にいる従業員こそが、企業
イメージを形成する最も重要な要素であるとい
う立場をとった。そして、今回のフィールドリ
サーチの範囲に限っていえば、組織の方針や価
値観といった企業文化が、従業員の意識や行動
を支え、それがひいては企業イメージになると
の知見を得ることができた。
　しかし、本稿には不足する点が残っている。そ
れを指摘して、今後の課題としたい。
　第１に、時間的制約からフィールドリサーチ
の標本数が少なかったことが不満である。今後
は、サービス業、小売業、金融業などさまざまな
業種に調査の範囲を広げ、従業員を柱に据えた
イメージ戦略を追及すべく、企業文化と従業員
の応対（ビジネスマナー）との関係を考察し続け
たい。また、その際に、ステークホルダーが当該
企業の来客応対に対し、どのようなイメージを
もっているかという調査も、あわせて行いたい
と考えている。
　第２に、今回の研究では、企業イメージの視点
から、差別化を図るうえでビジネスマナーは有
用であるという立場をとった。しかし、企業本来
の存在意義を考えたとき、マナーのよしあしが
利益にかかわるという経済原理の視点が不足し
ている。ビジネスマナーを高めることで、直接利
益に結びついた事例などからのアプローチも必
要であったと感じている。
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